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１．はじめに
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農業用ため池は全国に約16万箇所存在し、農業用水の確保
はもとより、自然環境の保全などの多面的な機能を発揮し、地
域資源としても重要なものとなっている。

1.1 ため池に関する現状

1. はじめに

他方で、農業用ため池については、主に以下の課題を抱えて
いる。

① 江戸時代以前に築造され、貯水施設の構造に関する近代的
な技術基準に基づかずに設置されたものが多い

② 共用年数が長く、劣化が進行しているものが多い

③ 農業者の減少又は高齢化により管理組織が弱体化する傾向
にある
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前述の状況下において、農業用ため池の決壊により浸水が想
定される区域に住宅等が存するケースが多いことから、大規模
な地震または豪雨により決壊した場合、国民の生命および財産
に甚大な被害を及ぼすおそれがある。

このため、国、地方公共団体、農業用ため池の所有者、土地
改良事業団体連合会等の関係者は、防災重点農業用ため池の決
壊による水害その他の災害から国民の生命及び財産を保護する
ため、連携して防災工事等の推進に努める必要がある。

これを受け、わが県においてもため池の防災に関
するあらゆる事業が推進されてきている。
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1.2 防災重点農業用ため池に係る防災工事
等の推進に関する特別措置法について

平成30年7月豪雨による被害を踏まえ、国が新たな基準を
設定し、それに基づき都道府県により令和元年5月に防災重点
ため池が再選定された。

その結果、防災重点ため池の数は
約1万1千箇所 → 約6万4千箇所 と大幅に増加

このため、防災重点農業用ため池に係る防災工事等を集中的
かつ計画的に推進することを目的として「防災重点農業用ため
池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法（令和2年10
月1日施行）」が制定された。
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平成３０年７月豪雨災害（西日本豪雨）について

平成30年７月豪雨により、西日本を中心に全国的に広い範囲で
記録的な大雨。

特に長時間の降水量について多くの観測地点で観測史上１位を
更新。

国土交通省 1.平成３０年７月豪雨災害の概要と被害の特徴 より抜粋
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「被害の発生状況」
平成30年７月豪雨により、西日本を中心に、広域的かつ同時多発的

に河川の氾濫、がけ崩れ等が発生。
これにより、死者223名、行方不明者8名、家屋の全半壊等20,663

棟、家屋浸水29,766棟の極めて甚大な被害が広範囲で発生。

国土交通省 1.平成３０年７月豪雨災害の概要と被害の特徴 より抜粋
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平成３０年７月豪雨災害（西日本豪雨）のよるため池の被災状況

農林水産省 平成30年７月豪雨等を踏まえた今後のため池対策の進め方 より抜粋
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ため池決壊による 被害

西日本豪雨災害調査団 福山市のため池の決壊について（速報）より抜粋

７月６日午後の午後７時前に，広島
県福山市駅家町向永谷地区の沢から大
量な土砂や水が流下し，沢の下流側に
ある住宅を直撃した．これにより，住
宅が大きな被害を受けただけではなく，
住宅に住む幼児が流され，死亡したと
いった大惨事となった．写真２は，永
谷の被災箇所であり，（1）は住宅の
被災状況，（2）は田圃に大量の土砂
が堆積している状況である．
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平成30年７月豪雨等を踏まえた今後のため池対策の進め方

「ため池対策の課題」

決壊した32か所のため池のうち29か所が防災重点ため池に選定さ
れていなかった。

避難行動に係る判断に必要なため池の現状や豪雨時等の情報収集が
十分でない。

農業利用されておらず、適正に管理されていないため池が存在する。

「防災重点ため池の再選定と今後の対策」

国が示す新たな選定基準により、都道府県が市町村等と調整して防
災重点ため池を再選定。

避難行動につなげる対策と施設機能の適切な維持、補強に向けた対
策を効果的に推進。

農林水産省 平成30年７月豪雨等を踏まえた今後のため池対策の進め方【概要】より抜粋
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防災重点ため池の箇所数(農水省HPより)
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「特措法」に明記されている「防災工事等」は以下に示す
とおりに定義される。

1.3 「防災工事等」について

防災工事等 ： 農業用ため池の決壊を防止するため
に施行する工事(廃止工事を含む)

劣化状況評価 ： 防災工事の必要性についての判断に
資するために行う劣化による農業用
ため池の決壊の危険性の評価

地震・豪雨耐性評価 ： 防災工事の必要性についての判断に
資するために行う地震または豪雨に
よる農業用ため池の決壊の危険性の
評価
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前項に示す「防災工事等」の中で、建設コンサルタントの業
務領域となるのは以下の３点である。

1.４ 活動テーマについて

① 地震耐性評価について

② 豪雨耐性評価について

③ 劣化状況評価について

今後、ため池の決壊による水害その他の災害から国民の生命
及び財産を保護することや、ため池の適切な維持管理を適切に
行う必要があることから、上記に対する理解を深めることで防
災工事等を適切に行う必要があると考える。
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２．地震耐性評価について
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2.1 資料収集

ため池の液状化判定及び円弧すべり法を用いた耐震性能照査を行い、

結果に基づいた対策工法を提案するための資料収集を行う。

1.1計画準備

業務を実施するにあたり、必要となる既存資料等を収集・整理し業務に

必要な図面等の作成及び業務実施計画書の作成を行うことを目的とする。

1.2現地踏査

ため池本体及び周辺状況を把握し、耐震性能照査に必要な情報を得るこ

とを目的とする。

1.3測量業務

ため池堤体部の平面及び横断測量を行い、平面図・断面図の作成を行う。
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管理者または発注者より入手が可能

主な記載内容は、施設管理者、諸元・構造、下流の状況等の記載が表記さ

れている。

2.1.1 計画準備

①ため池データベース
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②ため池台帳

発注者もしくは施設管理者より入手が可能。

ため池データベースの基になっているが、差異がある場合があるので

確認が必要。
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③地質調査

同時期に発注される地質調査の結果を参照。

④浸水想定区域図

施設管理者や各市町村HPから入手できる。

⑤施設（堤体及び洪水吐等）図面

発注者もしくは施設管理者より入手できる。

⑥流域図

発注者もしくは施設管理者より入手できる。

※ ⑤、⑥については資料が存在する場合に限る
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2.1.2 現地踏査

①聞き取り調査

既存資料から得られない情報については、現地にて施設を直接管理されている水

理組合の方々に問診を行う。

主なヒアリング内容は

・ため池の管理状況について

・ため池の利用及び貯水状況について

・施設の変状や漏水箇所の有無について

・現状の受益者の人数や受益面積について

・施設の改修の有無や詳細について

・豪雨時の状況

・流域以外のため池への取水施設の有無について

上記以外にも現地踏査にて不明な点を確認する必要がある。
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②施設の変状

現地踏査や問診より詳細調査を行い、現地状況を把握する。

③写真

ため池施設状況（堤体や洪水吐等）、周辺及び浸水想定区域状況、施設の変

状箇所等を写真にて記録する。

堤体法尻の浸食 洪水吐接近水路の欠損
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2.1.3 測量業務

ため池堤体部の平面及び横断測量を行い、平面図・横断

図の作成行う。

- 23 -



ため池の重要度区分を判定する方法について、「具体的（定量的）」かつ

「明確な手順」が記載された基準、指針類は見当たらない。

しかし、重要度区分の定義については、「土地改良事業設計指針 ため池

整備（H27.5）P2」（下表参照）に示されている。

2.2 重要度区分の決定

◆AA種の目安

① 中央防災会議等の推計震度が震度6弱以上と想定されている地域

② 貯水量が10万ｍ3以上

③ 堤高10ｍ以上かつ堤体材料が砂質土

表 重要度区分の定義

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P2

決壊した際の下流への影響

を考慮した十分な検討が必要

- 24 -

2.２.1 保持すべき耐震性能

土地改良施設は、レベル１地震動、レベル2地震動と施設の重要度の組

み合わせに対して、耐震性能を保持することを基本としている。

（土地改良事業設計指針 「耐震設計」 平成２７年５月 Ｐ４４）

※ただし、ため池整備では、重要度A種についてはレベル2の地震動に対して、耐震設計を行わないことと

なっている。

（土地改良事業設計指針 「ため池整備」平成２７年５月 Ｐ7）
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重要度区分ごとの違い

AA種：レベル2地震動まで対応

A種：レベル1地震動に対応

B種：レベル1地震動に対応(液状化

の検討は除く)

（土地改良事業設計指針

「ため池整備」 平成２７年５

月 Ｐ8）
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また、レベル1地震動とレベル2地震動に対する設

計水平震度の算定式や耐震計算法、照査法が大きく

異なり、土質試験等の内容にも影響がある。

そのため、重要度区分の決定は耐震性点検のみなら

ず、地質調査業務の内容にも大きく係わる事項であ

る。

（土地改良事業設計指針「耐震設計」平成２７年５月 Ｐ242）
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堤体の安定計算を行うにあたっての水位条件は、『土地改良事業設計指針

ため池整備』より、設計洪水位（HWL），常時満水位（FWL），水位急降

下時の水位に区分される。

2.3 設計水位の設定

◆常時満水位（FWL）

常時満水位は、洪水吐敷高、又は越流堰頂高をいい、ため池の

有効貯水量は、この水位以下の貯水量を言う。

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P45

◆設計洪水位（HWL）

設計洪水位：設計洪水流量の流水が洪水吐を流下するときの、

堤体直上流における最高水位をいう。

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P42

◆水位急降下

水位急降下時の水位：浸潤線は常時満水位時の位置に残存するものと

し堤内水位が下がった状態。「常時満水位-2.0ｍ」と「常時満水位-

（貯水深×1/3）」を比較しいずれか高い水位とする。

・堤体の安定計算において、設計洪水位・常時
満水位・水位急降下時の３つのケースを用いる
ため、水位の設定を行う。
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【設計洪水位（HWL）の算出】

設計洪水位（HWL）の算出においては、まず、当該ため池における

設計洪水流量を求め、これを基に設計洪水位を算出する。

設計洪水流量の算出については「3.豪雨耐性評価」の中に示す。

設計洪水流位については、設計洪水流量を用いて下式で求める

ことができる。

設計洪水位（HWL）＝常時満水位（FWL）＋越流水深（h1）

しかし、 『土地改良事業設計指針 ため池整備』には越流水

深0.3ｍ～1.2ｍであるとし、特に定まった手法は無い。

そこで、洪水吐調整部の計算式より設計水頭を求め、越流水深

の代わりとする。
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「土地改良事業設計指針 ため池整備」P66

①水路流入型or②越流堰型及び側水路型（堰有り）で計算式が異なる。

現地調査で、洪水吐の形状寸法を測ること。

洪水吐調整部の計算式

堰無し

堰有り
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2.４ 設計条件の設定

設計条件の設定は対象とする地震動に対しての構造物の安全性を確保す

ることを目的として、常時のみならず地震時においても、構造物に作用

する荷重を適切に定める必要がある。

〇土質定数

土質定数に関しては、土質調査報告書から引用する。

〇上載荷重

ため池堤体の天端利用状況は各施設ごとにより異なる。

市道や農道として供用されていることもあるので各ため池の状況に

応じた上載荷重を設定する必要がある。

【例】幅員の広い市道となっているので10kN/m2を見込む等

○浸潤線

堤体の安定計算を行う際に不可欠のものである。堤体の形式により

計算手法が異なるため堤体形式の把握も重要である。
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浸潤線の計算手法は基本的には2通りある。

○均一型(全断面がほぼ同一の材料でできたもの)

土地改良事業計画設計基準・設計「ダム」技術書〔フィルダム編〕

(平成15年4月)に示されているカサグランデの方法による。

○中心遮水ゾーン型(遮水性ゾーンが堤体中心にあるもの)

均一型と同様にカサグランデの方法により求められる。

○傾斜遮水ゾーン型(遮水性ゾーンが上流側へ傾斜したもの)

土地改良事業設計指針「ため池整備」(平成27年5月)P52に示され

る傾斜遮水ゾーン型の計算手法による。

堤体形式は表面遮水型(合成ゴムシート)やベントナイト系の遮水

シートを採用した形式もあり、状況に応じて計算手法を選択する

必要がある。
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土質調査,試験結果より、液状化を行う土層を選定し、簡易判定法にて行う。

簡易判定法は、”粒度とN値による方法”と”FL値法”がある。

→原則、”FL値法”による判定を行うこととなっている。

2.5 液状化判定

2.5.1液状化の判定方法

土地改良事業設計指針

「ため池整備」P7

原則として”FL値法”
により判定を行う
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液状化判定の基本的なフロー

フローに従い、
液状化の判定を行う。

土地改良事業設計指針

「ため池整備」P134
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液状化の判定を行う必要がある土層であるかの判定を下記表及びフロー図に

より行う。

2.5.2 液状化の判定を行う必要がある土層の判定

土地改良事業設計指針

「ため池整備」P134
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土地改良事業設計指針

「ため池整備」P135
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2.5.3 液状化判定土層の抽出例

ボーリング番号

（調査位置）

試料番号

コア試料から

判断した土質名

地質記号

地下水位（満水位）

≪地表面から10ｍ以内
≫

シルト質砂

As1

No.1-2

5.00～

6.00

砂質シルト

Am1

Bor-No.1

（孔口標高+12.86m)

細粒分含有率Fc（％）
≪Fc≦35％≫

塑性指数Ip

≪Ip≦15≫

50％粒径D50（ｍｍ）

≪D50≦10ｍｍ≫

10％粒径D10（ｍｍ）

≪D10≦1ｍｍ≫

No.1-1

深度（GL-ｍ～-ｍ）
2.00～

3.00

シルト質砂

B

Bor-No.3

(孔口標高

+11.21m)

GL-1.15m GL+0.50m

砂質シルト

Am2

No.1-4

14.00～

地下水位は地表面から10ｍ以内に存在する（常時満水位+11.71m)

0.7089

No.3-1

12.15～

12.45

中砂

As2

No.1-5

19.00～

20.0015.00

礫混じり砂

As3

No.1-3

10.00～

11.00

0.0454 1.3190

≦10mm Yes ≦10mm Yes ≦10mm Yes ≦10mm Yes ≦10mm Yes

>35% No >35% No

0.0210

0.2327 0.0316 0.2056

≦10mm Yes

0.0031 0.0018

37.6 80.4 35.7 5.5 65.0 14.3

0.2444 0.0034 0.0246

≦1mm Yes ≦1mm Yes ≦1mm Yes ≦1mm Yes ≦1mm Yes ≦1mm Yes

対象

液状化判定の対象土層の評価表

液状化判定
の対象土層

対象外 対象外 対象外 対象 対象

>15 No >15 No

40.6 70.2 45.2 - NP -

>35% No ≦35% Yes

>15 No ≦15 Yes

≦35% Yes>35% No

地下水位面と
現地盤面の距離
10m以内か確認

D50≦10mmか確
認

現地盤面からの距離
20m以内か確認

D10≦1mmか確
認

FC≦35%,又は
FC>35%かつ
Ip≦15
か確認

液状化判定の対象
土層
であるか判定
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2.5.4 液状化判定計算例

  （1）設計条件

  1）基本条件

    計算位置             X =  14.267 (m)     Bor-No.1

    地下水位          G.L.-    1.150 (m)

    地域区分                 C区分

    地盤種別                 III種地盤

    基礎地盤                 道路橋示方書

    堤    体                 ため池改定案

    地  層  数                5

    地盤面における震度Khg    計算値使用

    液状化判定方法               平均FL値

  2）地層データ

※ハッチング箇所が液状化判定土層

区    分

(m) (m) γt1 γt2 γ't2 種類

No 層厚 深度 土の単位重量 (kN/m3) 土質 土    質

砂質土 シルト質砂 B
 2  4.900  7.900  14.50  14.50   4.50 砂質土
 1  3.000  3.000  15.00  15.50   5.50

砂質シルト Am1

 3  6.000 13.900  15.00  15.00   5.00 砂質土 シルト質砂 As1
 4  3.000 16.900  18.50  18.50   8.50 砂質土 礫混じり砂 As3

砂質土 砂質シルト Am2

No Fc D50 D10 IP

 5  5.800 22.700  16.00  16.00   6.00

(%) (mm) (mm) (%)
1  37.6  0.233   0.002 40.600
2  80.4  0.032   0.003 70.200
3  35.7  0.206   0.002 45.200
4   5.5  0.709   0.244 ---
5  65.0  0.045   0.003  1.000
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  3）N値データ

※ハッチング箇所が液状化判定土層

  4）準拠指針

    道路橋示方書・同解説 IV 下部構造編  (日本道路協会  平成 24年3月)

    道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編   (日本道路協会  平成 24年3月)

    道路土工  軟弱地盤対策工指針        (日本道路協会   平成 24年8月)
    土地改良事業設計指針「ため池整備」  (農業農村工学会 平成 27年5月)

  （2）計算結果一覧

1) レベル1地震動の検討（Bor-No.1)

各地層での液状化の判定及び土質定数の低減係数  DE

(完成地盤からの深度)

N値深度 N値 補正N値 No 補正N値
(m) (m)

 1    1.300  5.0  5.0 12   12.300

No 深度

 3.0  3.0

 2    2.300  5.0  5.0 13   13.300  8.0  8.0
 6.0  6.0

 4    4.330  1.0  1.0 15   15.300  7.0  7.0

 3    3.350  2.0  2.0 14   14.300

 8.0  8.0

 6    6.330  1.0  1.0 17   17.300  3.0  3.0

 5    5.400  1.0  1.0 16   16.300

 3.0  3.0
 8    8.300  4.0  4.0 19   19.300  3.0  3.0
 7    7.300  3.0  3.0 18   18.300

 4.0  4.0

10   10.300  4.0  4.0 21   21.300  5.0  5.0

 9    9.300  4.0  4.0 20   20.300

 6.0  6.0

No 層厚 深度 土質種類 平均FL 平均R 液状化の 低減係数

11   11.300  4.0  4.0 22   22.300

 2  1.850  3.000 砂質土  1.000

備考

(m) (G.L.-m) 判定 DE

 1  1.150  1.150 砂質土  1.000

 5  3.900 13.900 砂質土  1.000

 3  4.900  7.900 砂質土  1.000

 4  2.100 10.000 砂質土  1.000

 8  2.700 22.700 砂質土  1.000

○  1.000

 7  3.100 20.000 砂質土   0.872   0.206 ○  1.000

 6  3.000 16.900 砂質土   0.722   0.184

○:液状化する ×:液状化しない 空:判定しない

As3

Am2

区分

B

Am1

As1

区分

As1

区分

B

Am1

As1

As3

Am2
GL-20m

GL-10m

水位

FL≦1・・・液状化する
FL＞1・・・液状化しない
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  （3）レベル1地震動での検討

    動的せん断抵抗比  R

      R = Cw・RL

      ここに、Cw   : 地震動特性による補正係数 = 1.0

              RL   : 繰返し三軸強度比
                       土の種類及び地震動タイプに応じて算出する。

              σv  : 全上載圧 (kN/m
2
)

              σv' : 有効上載圧 (kN/m
2
)

              σvb': 標準貫入試験を行った時の地表面からの深さにおける有効上載圧 (kN/m
2
)

              Fc   : 細粒分含有率 (%)
              D50  : 平均粒径 (mm)

              Na   : 粒度の影響を考慮した補正N値

(完成地盤からの深度)

※ハッチング箇所が液状化判定土層

区分

(m) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2) (%)

深  度 N値 σv σv' σvb' Fc D50 Na RL

  0.233  15.631  0.267  1.000  0.267
 1.000  0.275

Cw R

B
   2.300  5.0    35.08    23.58    23.58  37.600

  0.233  16.511  0.275   1.300  5.0    19.58    18.08    18.08  37.600

 0.256   3.350  2.0    51.00    29.00    29.00  80.400

  0.032   8.876  0.202  1.000  0.202

  0.032  14.283  0.256  1.000

   4.330  1.0    65.21    33.41    33.41  80.400

 0.199   5.400  1.0    80.73    38.23    38.23  80.400

 1.000  0.280

Am1

  0.032   8.478  0.197  1.000

  8.655  0.199  1.000

   7.300  3.0   108.28    46.78    46.78  80.400
   6.330  1.0    94.21    42.41    42.41  80.400

  0.032

  0.206   9.903  0.213  1.000  0.213

 0.197
  0.032  17.101  0.280

   8.300  4.0   122.98    51.48    51.48  35.700

 0.209   9.300  4.0   137.98    56.48    56.48  35.700
  0.206   9.258  0.206  1.000  0.206
  0.206   9.568  0.209  1.000

  10.300  4.0   152.98    61.48    61.48  35.700

  8.971  0.203  1.000  0.203  11.300  4.0   167.98    66.48    66.48  35.700

  0.206  15.485  0.266  1.000  0.266

As1

  0.206   6.886  0.178  1.000
  13.300  8.0   197.98    76.48    76.48  35.700

 0.178  12.300  3.0   182.98    71.48    71.48  35.700

  0.206

  6.672  0.175  1.000  0.175  14.300  6.0   214.38    82.88    82.88   5.500

  0.709   8.006  0.191  1.000  0.191
 1.000  0.184

  0.709

As3
  16.300  8.0   251.38    99.88    99.88   5.500

  0.709   7.374  0.184  15.300  7.0   232.88    91.38    91.38   5.500

 0.209  17.300  3.0   268.88   107.38   107.38  65.000

  0.045   9.313  0.206  1.000  0.206

  0.045   9.525  0.209  1.000

  18.300  3.0   284.88   113.38   113.38  65.000

  0.045   9.115  0.204  1.000  0.204  19.300  3.0   300.88   119.38   119.38  65.000

 10.887  0.223  1.000  0.223  20.300  4.0   316.88   125.38   125.38  65.000

  0.045  14.122  0.254  1.000  0.254

 1.000  0.240
  0.045

Am2

  22.300  6.0   348.88   137.38   137.38  65.000

  0.045  12.553  0.240  21.300  5.0   332.88   131.38   131.38  65.000
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    各深度での液状化の抵抗率  FL

      FL = R / L

      ここに、R   : 動的せん断強度比
              L   : 地震時せん断応力比

                       L=rd・khg・σv/σv'
              rd  : 地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数
              khg : レベル1地震動の地盤面における設計水平震度
                    基礎地盤 : khg=Cz・khg0= 0.70 × 0.18 = 0.13

                    堤    体 : khg=Cz・khg0= 0.70 × 0.18 = 0.13
              Cz  : 地域別補正係数

              khg0: レベル1地震動の地盤面における設計水平震度の標準値

              σv  : 全上載圧 (kN/m2)

              σv' : 有効上載圧 (kN/m2)

              σvb': 標準貫入試験を行った時の地表面からの深さにおける有効上載圧 (kN/m2)

(完成地盤からの深度)

※ハッチング箇所が液状化判定土層

R L FL 区分

(m) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2) rd

深度 N値 σv σv' σvb' 低減係数

 0.275   19.58    18.08    18.08   0.981  0.138  1.992
   2.300  5.0    35.08    23.58    23.58   0.966
   1.300  5.0

   3.350  2.0    51.00    29.00    29.00   0.950

  0.935  0.202  0.237

 0.267  0.187  1.432
 0.256

 0.199  0.252  0.789

 0.217  1.177

   4.330  1.0    65.21    33.41    33.41
   5.400  1.0    80.73    38.23    38.23   0.919
   6.330  1.0    94.21    42.41    42.41   0.905
   7.300  3.0   108.28    46.78    46.78   0.891

  0.876  0.213  0.272

 0.197  0.261  0.754
 0.280

 0.209  0.273  0.766

 0.268  1.045

   8.300  4.0   122.98    51.48    51.48
   9.300  4.0   137.98    56.48    56.48   0.861

  10.300  4.0   152.98    61.48    61.48   0.846
  11.300  4.0   167.98    66.48    66.48   0.831

  0.816  0.178  0.271

 0.206  0.274  0.753
 0.203

 0.266  0.269  0.988

 0.273  0.743
  12.300  3.0   182.98    71.48    71.48
  13.300  8.0   197.98    76.48    76.48   0.801
  14.300  6.0   214.38    82.88    82.88   0.786

  15.300  7.0   232.88    91.38    91.38   0.771
  0.756  0.191  0.247

 0.175  0.264  0.662

 0.184

 0.209  0.241  0.866

 0.255  0.720
  16.300  8.0   251.38    99.88    99.88
  17.300  3.0   268.88   107.38   107.38   0.741
  18.300  3.0   284.88   113.38   113.38   0.726  0.206  0.237  0.871

  19.300  3.0   300.88   119.38   119.38   0.711  0.204  0.233  0.877
  20.300  4.0   316.88   125.38   125.38   0.696  0.223  0.229  0.977

  21.300  5.0   332.88   131.38   131.38   0.681  0.240  0.224  1.069
  22.300  6.0   348.88   137.38   137.38   0.666  0.254  0.220  1.157

Am2

B

Am1

As1

As3
 0.774

 0.654

 0.783

 0.849

FL=R/L
FL≦1・・・液状化する
FL＞1・・・液状化しない
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各地層での液状化の判定及び土質定数の低減係数  DE

(完成地盤からの深度)
No 層厚 深度 土質種類 平均FL 平均R 液状化の

 1  1.150  1.150 砂質土  1.000 水位

低減係数 備考
(m) (G.L.-m) 判定 DE

 4  2.100 10.000 砂質土  1.000 GL-10m

 2  1.850  3.000 砂質土  1.000
 3  4.900  7.900 砂質土  1.000

 1.000
 6  3.000 16.900 砂質土   0.722

  0.206 ○

 5  3.900 13.900 砂質土

 1.000
 7  3.100 20.000 砂質土

  0.184 ○  1.000
 1.000  0.872 GL-20m

 8  2.700 22.700 砂質土
○:液状化する ×:液状化しない 空:判定しない

Am1

As1

As3

Am2

区分

B

FL≦1・・・液状化する
FL＞1・・・液状化しない
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(1)解析方法及び安全率
解析方法：円弧すべり法（有効応力解析）

設計基準・設計「ダム」技術書〔フィルダム編〕平成15年4月
P.Ⅱ-102～111に準拠

必要安全率：Ｆs＝1.2以上

2.6 安定計算

(2)検討ケース
検討ケースは下表の通りとする。

安定解析ケース 安全率
設計震度

（％）

円形すべり面スライス法の適用

応力表示 計算斜面

完成直後 1.2以上 50 省略 省略

常時満水位 〃 100 有効応力 上下流側

設計洪水位 〃 ― 有効応力 〃

水位急降下 〃 50 有効応力 上流側

表-4.1 すべり破壊を検討するケース（震度法）
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表-4.2 すべり破壊を検討するケース（ΔＵ法）

安定解析ケース 安全率
設計震度

（％）

円形すべり面スライス法の適用

応力表示 計算斜面

完成直後 1.2以上 50 全応力 上下流側

常時満水位 〃 100 有効応力 〃

水位急降下 〃 50 有効応力 上流側

(3)照査方法
ため池の盛土堤体の安定計算は、円弧すべり法を用いて行うことにする。

ただし、基礎地盤及び堤体の一部が地震時に液状化、あるいは間隙水圧の上
昇による強度低下が発生する可能性がある場合には、適切な液状化判定を行
い、過剰間隙水圧の上昇算定法により安定計算を実施し、安全率を確認する
こととする。安全率が不足する場合には、対策工により対処するものとする。

（耐震設計の手引き P371）
ため池の耐震計算法は、震度法を基本とするが、今回以下に示す方法に

より照査する。
震度法 ： 設計震度Khを考慮した円弧すべり法による安定計算

（耐震設計の手引き P377）
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（4）震度法による安定計算（固有周期を考慮しない、レベル1地震動）
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2.7 対策工法の提案

図 耐震対策工の一覧

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P259

液状化判定、安定計算結果による判定結果に基づき、必要な対策工を下図、下

表を参考に現地状況、施工条件等を考慮し提案する。

- 46 -

表 ため池における主要な耐震対策工

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P260
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① ため池の断面照査において、設計洪水量に対して断面不足であったり、

余裕高及び堤頂幅が基準を満足していない。その対応はどうするのか。

2.８ 今後の課題等

② ため池耐震性能照査業務であるため、ため池機能を維持するには、取水

施設及び洪水吐の機能向上が必要と思われる。

③ ため池耐震性能照査業務であるため、漏水対策・取水施設の損傷対策

（原因究明や対策工法の提案等）をどうするのか。

④ ため池耐震性能照査業務であるため、堤体の改良工事を行う際には、用

地測量及び詳細設計を行う必要がある。
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３．豪雨耐性評価について

- 49 -

ため池の豪雨耐性評価をメインとした業務は、県においては
今年度より開始されている。

大隅地域振興局
農村地域防災減災事業(緊急防災)
大隅33(緊急防災)地区 繰委託2-1

姶良・伊佐地域振興局
農村地域防災減災事業(緊急防災)
姶良・伊佐33(緊急防災)地区 繰委託2-2

北薩地域振興局
農村地域防災減災事業(緊急防災)
北薩33(緊急防災)地区 繰委託2-2

など

3.1 豪雨耐性評価に関する現状

３．豪雨耐性評価について
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豪雨耐性評価業務の内容

(発注業務の閲覧特別仕様書より)
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これまでの耐震性能照査業務において、既存資料などが残さ
れていないために、常時満水位(F.W.L)や設計洪水位(H.W.L)が
不明であるため池において、耐震計算等に必要な水位の設定を
行う際に洪水吐きの流下能力の照査がなされていた。

前ページの一覧表より、豪雨耐性評価の際には以下について
照査する。

① 洪水吐きの流下断面

② 洪水吐きの余裕高

③ 堤体の余裕高
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耐震性能照査業務での水位設定の流れ

次ページに続く
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耐震性能照査業務での水位設定の流れ(続き)

前ページから

この項目により、洪水
吐きの流下断面と余裕
高、堤体の余裕高に関
する照査がなされる。
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3.2 豪雨耐性評価の手法

① 豪雨耐性評価の流れ

次項②の範囲

次項③の範囲
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② 設計洪水流量の算定

ため池の設計洪水流量は、次のうち最も大きい流量の1.2倍とする。

① 確率的に200年に1回起こると推定される200年確率洪水流量（以下「A

項流量」という）。

② 観測又は洪水痕跡等から推定される既往最大洪水流量（以下「B項流量」と

いう）。

③ 気象・水象条件の類似する近傍流域における水象又は気象の観測結果から推

定される最大洪水流量（以下「C項流量」という）。

設計洪水流量は、設計上考慮される最大の洪水流量で、ため池は、洪水の堤体

越流に対する安全性を考慮して、20％の余裕を見込むものとする。

また、気象・水象記録の状態から 200 年確率洪水流量を算定することが、理

論上不適当な場合には、100年確率洪水流量の 1.2 倍をもって 200 年確率洪

水流量とすることができる。

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P32

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P32
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【 A項流量の算出】

A項流量は、次に示す合理式によって推定する。

QA ＝１／ 3.6×re×A

QA ：洪水ピーク流量（m3/s）

re：洪水到達時間内流域平均有効降雨強度（mm/h）

A ：流域面積（km2）

①式

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P32

・A項流量算出の流れ

1. ①式(角屋・福島式)により洪水到着時間を求める。

2. ため池近傍の地点における降雨強度式（100年確率）より平均有効降雨

強度を求める。

3. 平均有効降雨強度と流域面積よりQAを求める。
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B項流量は、ため池地点で観測された最大洪水流量又は過去の洪水痕跡から推定

される既往最大流量のうち、いずれか大きい方とする。
「土地改良事業設計指針 ため池整備」P34

ほとんどのため池では観測データが無いため、
B項流量は求められない。

下記①及び②で推定される洪水ピーク流量のうち、いずれか大きい方をC項流

量とする。

① 気象条件及び洪水流出特性が類似する同一流域内において十分信頼できる既

往最大洪水比流量曲線が得られている場合には、この曲線から当該ため池の流域

面積に相応する洪水比流量を求め、求めた値に流域面積を乗じて洪水ピーク流量

を推定する。

② 当該ため池流域に近く、気象条件が類似する流域で観測された既往最大級豪

雨が当該ため池流域に発生するとした場合の、当該ため池地点で予想される洪水

ピーク流量を計算により推定する。

「土地改良事業設計指針 ため池整備」P34

【C項流量】

【B項流量】
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Ｃ項流量は、20km2以下の小流域では比流量式が適用不可なため、既往最

大雨量より求める。

re（有効降雨強度）を求めるためにr（既往最大時間雨量）とfp（流出係

数）を用いる。→fpはA項流量ですでに算出しているのでその値を採用。

※ため池近傍の気象観測データより既往最大時間雨量を決定する。

例）

①式 ②式

①式、②式によりC項流量を算出。
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【設計洪水流量のまとめ】

A項流量、B項流量、C項流量のうち最も大きい流量の1.2倍を

設計洪水流量とする。

例）

A項流量 QA＝ 1.000 m3/s

B項流量 QA＝ － m3/s

C項流量 QA＝ 0.800 m3/s

したがって、設計洪水流量QA＝1.000×1.2

＝1.200 m3/s
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③ 洪水吐きおよび堤体の余裕高の評価

②で算出した設計洪水流量に対して、対象の既設洪水吐きに
おいて水理計算を行い、以下について算出する。

・洪水吐きの流下能力の有無

・洪水吐きの現況断面形状に対する余裕高

・洪水吐きの現況断面形状に対する水位
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洪水吐きの流下能力が確保されている場合は、ここで算出し
た水位をため池の設計高水位(HWL)とし、堤体に対して下記
の基準を満足しているか否かを確認することによって堤体の余
裕高を確認する。

出典：土地改良事業設計指針「ため池整備」
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3.３ 豪雨耐性評価の今後の展開

県では今年度より開始された業務であるため、今年度の業務
の成果を踏まえて、今後は適切な結果が得られるような業務方
針が定められるものと思料する。

過年度に実施の耐震性能照査業務においては、設計高水位の
設定のために洪水吐きの検討を行ったため池に関しては、その
結果の妥当性を再度確認しながら、豪雨耐性を評価することが
考えられる。

県内においては、以降のページに示すものが「防災重点ため
池」に指定されており、今後は降雨耐性照査のみならず、耐震
性能照査や劣化状況の結果を踏まえて「防災工事等推進計画」
を策定していくことが考えられる。
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日置市
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いちき串木野市
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十島村
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枕崎市
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指宿市
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南さつま市
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南九州市
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南九州市
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阿久根市
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出水市
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薩摩川内市
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さつま町
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長島町
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霧島市
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伊佐市
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姶良市
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湧水町
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鹿屋市
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垂水市
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曽於市

- 83 -

南大隅町
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肝付町
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西之表市
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中種子町
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南種子町
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奄美市
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喜界町
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徳之島町

 1箇所 ハザードマップのみ
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天城町
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伊仙町
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和泊町
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知名町
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与論町
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４．劣化状況評価について
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４.1 劣化状況評価に関する事項

４．劣化状況評価について

ため池の劣化状況評価をメインとした業務は、県においては
現在のところ特にない。

過年度に実施の耐震性能照査業務においては、対象ため池を
全体的に確認し、その際、特筆すべき劣化や損傷が確認された
部位があれば個別に抽出していた。

今後、地震・豪雨耐性性能に加え、劣化状況もため池の評価
においては重要な要因であると考える。

ため池の劣化状況の評価については、以下に基づき実施され
ている。

ため池機能診断マニュアル(2次調査) －暫定版－
平成28年10月 農林水産省 農村振興局 より
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• ため池管理者が、日常点検(1次
調査)で何らかの変状を確認し、
その変状(劣化)に関する詳しい
状況やため池機能低下の有無及
び施設の変状(劣化)の進行状況
をより詳細に確認・把握する、
健全度評価(2次調査)を目的とし
ている。

４.2 機能診断の目的
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４.3 ため池の機能保全の流れ

①日常点検及
び機能診断調
査

②劣化予測、
対策工法の比
較検討等

③機能保全・
長寿命化計画
を策定
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①長寿命化計画策定前
施設の状態を把握するための機能診断

機能診断
実施主体：都道府県、市町村、

またはため池管理者
※必要に応じて専門技術者等を交える。

長寿命化計画策定

- 101 -

②長寿命化計画策定後

日常点検における変状確認時に詳細を確認・把握するため
機能診断を実施し、早急な対策検討の必要性を評価する。

日常点検(1次調査)
実施主体：ため池管理者

必要な対策の検討

機能診断(2次調査)
実施主体：都道府県、市町村、

またはため池管理者
※必要に応じて専門技術者等を交える。

変状確認

早急な対策の検討が必要
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４.４ 安全性評価と判定方法について

調査内容

下表に示す項目が主な調査内容で、必要に応じて下表の内容
から削除、下表以外のものを追加することが望ましい。

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)
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評価・判定方法について(前ページより 個表１～6、堤体)

前表１～6各項目において、部位ごとに下表に従って
評価する。

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)
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１～6各項目における安全性の評価は、部位ごとの評
価点の合計に応じて以下のとおりに判定する。

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)
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評価・判定方法について(前ページより 個表7～12、付帯構造物)

前表7～12各項目において、下表に従って評価する。

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)
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出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

対象部位の劣化状況に応じてS－5～１の5段階で健全度
を評価する。

(前ページの続き)
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(例)個表－１ 「堤体の変形」に関する調査

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

各部位の判定

合計点数

合計点数よりランク付け
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(例)個表－１ 「堤体の変形」に関する調査(続き)

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

個表－2～6についても
同様の書式となる。
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(例)個表－７ 「洪水吐（コンクリート）」に関する調査

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

変状別の判定

変状別の判定を
踏まえ、全体の判定
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(例)個表－７ 「洪水吐（コンクリート）」に関する調査(続き)

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

変状別の判定

変状別の判定を
踏まえ、全体の判定

個表－8～11についても同様の書式となる。
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(例)個表－12 「施設機械（ゲート等）」に関する調査

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

項目別の判定を
踏まえ、部位の判定

項目別の判定
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(例)調査結果の総括表

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

各個表における判定

- 113 -

(例)調査結果の総括表(続き)

出典：ため池機能診断マニュアル(2次調査)

各個表における判定

各個表における判定

個表１～12の評価、判定結果を取りまとめる。

- 114 -



情報の保存・蓄積・活用

①機能診断調査や補修履歴情報を保存・蓄積することが重要

→施設の劣化予測の高度化、適切な対策工法を検討できる

②日常点検で、構造物の変状や性能の変化を継続的かつ客観

的に把握することが重要

→適切な機能診断の基礎データとなる

③データベース化することが重要

→関係者間で情報の引出し・加工・分析が可能となる

機能診断結果データベース様式(案)や、観測数値、定点写真等
のデータを記録する様式(案)等で整理することが有効である

４.5 調査の実施における留意事項等
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機能診断結果データベース様式(案)
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観測数値記録様式（案）
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定点写真

※この他に撮影箇所及び撮影アングルがわかる平面図を添付する。

堤体法面に「陥没」や「亀裂」が生じている。

堤体上流法面の陥没 ①

○○○○
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５．おわりに
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① 現在、県内のため池において耐震性能および豪雨耐性に
関する評価が進められている状況であり、今後、その結果
や劣化状況評価の結果を基に、ため池の防災工事等の計画
が立案されていくものと考える。

② 劣化状況評価については、これまでの耐震性能評価の業務
時に、現地に特筆すべき劣化や損傷等があれば、その都度
報告がなされていたが、この結果の取り扱いを含め、劣化
状況評価に関する方針の策定がなされるものと考える。

③ これまでの耐震性能評価業務においては、概ね県内で統一
された取り決め等により業務が行われていたが、各事務所
によって考え方の違いが若干ではあるが見られることが
あったとの意見が聞かれたため、この統一化が今後の課題
であると考える。

④ 本部会委員の中には、今回の活動で初めてため池の内容に
ついて触れるものもいたが、本活動を通してため池の性能
評価についてより理解を深めたものと考える。
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